
平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

環境政策課長
小泉　勝巳

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ ■ その他（国分寺市 ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

管理課長
古澤　毅彦

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

□ □ ■ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

環境政策課長
小泉　勝巳

100

補助
事業

■ 該当 □ ■ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ □ □ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ その他（国分寺市）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

管理課長
古澤　毅彦

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ □ □ □ ■ その他（参画・負担金 ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ その他（都19区22市1村 ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

湧水地調査事業

実績値

基本事業番号・名 14-01

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

221 189 410

環境政策課
緑と公園係 根拠

法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

市民、自然環境

197 326 12,074

横出し

27 221

（国）環境基本法，（市）環境基本条例，（市）湧水等の保護と回復に関する条例，
（市）環境基本計画，（市）緑の基本計画

事業
内容
・

活動
手段

水位・水質観測

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

水辺環境の保全と活用

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

地球環境にやさしいまち 施策番号・名 14 水と緑にふれあうまちづくり

事務事業名
指標

（単位）

14-01-01 3

廃止予定
の有無

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性

説明：湧水マップの増刷による支出増が
発生した。恒常的なコスト削減は難しい
状況となっている。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

市民の生活環境の中にある水
と緑を減らさないようにす
る。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

27 129 129

給付
事業

該当

上乗せ 効率性 1 達成度
湧水箇所
数（箇
所） 15,185

効率性 2 達成度

縮小

27 405 405 208 613 22,704 －

説明：コスト増の要因となっている湧水
地調査は全部委託となっているため、改
善の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：湧水マッ
プの増刷を終え、平成30年度は、再び
事業を縮小する。また、国の水循環基
本計画を踏まえ、調査方法の検討を
行っていく。

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

東京都と市が「河川維持業務の委託に関する協定」を締結 9 18,801 16,620 2,181 12,156 30,957 3,439,667 100

説明：
　東京都との協定に基づき実施している
ため、業務フロー及び制度改正の余地は
ない。

総合評価（課題・方向性）：
　市民のいこいの場である黒目川、落
合川の遊歩道を適正に管理するために
必要な事業である。河川管理者（東京
都）との協定に基づき東京都の費用で
事業を執行しているため、現状維持と
する。

事業
内容
・

活動
手段

河川管理者（東京都）との河
川維持業務の委託に関する協
定に基づく河川区域内の清
掃、除草、植栽管理及び軽微
な補修を実施した。

実施した
結果、親
しみやす
く身近に
楽しめる
水辺環境
の形成が
図られた
割合
（％）

2,411

終期

対象 市民

植栽地の
草刈及び
除草回数

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

9 18,501 16,090 8,076 26,577 2,953,000
3

廃止予定
の有無

説明：
　効率的な活動回数となっているため、
コストに大きな変動は生じていない。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

河川敷利用者に親しみやす
く、身近に楽しめる水辺環境
の形成を図る。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

9 18,143 15,740 2,403 8,031 26,174 2,908,222

15 384 384 197

7 182

14-01-02

管理課
道路・河川施設担
当

いこいの水辺事業

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

補助
金

14-01-03

環境政策課
緑と公園係

雨水貯留浸透施設
設置補助事業

横出し

廃止予定
の有無

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

市民、宅地の所有者への浸透
施設設置補助金

既存住宅
への浸透
ます設置

基数
（基）

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

目的
・

意図

市民の生活環境の保水の確
保、地下水の涵養の水循環シ
ステム確立

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ

　制度改正の
余地がある 　

182 208 390

効率性 3 達成度 3

説明：既存住宅への設置についての補助
であり、昨年に比べると施設を設置する
希望者が横ばいであった。

業務フローに改
善の余地がある

581 38,733

管理課
管理調整担当

東京河川改修促進
連盟参画事業

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

30年度の方向性 現状維持

（国）環境基本法，（市）環境基本条例，（市）湧水等の保護と回復に関する条例，
（市）環境基本計画，（市）緑の基本計画

7 179 179 196 375 53,571 100

説明：地中に雨水を浸透させることによ
り、水質及び緑の保全や、地盤沈下等を
防止するなどの災害対策効果があるた
め、現行の制度を廃止、変更することは
不可能である。

総合評価（課題・方向性）：市民等と
協働する中で、市民への自然環境に対
する理解と協力及び啓発を図る必要が
ある。市民環境会議と連携し、雨水の
地下への涵養の必要性などを訴え、継
続実施する事業

内容
・

活動
手段

浸透ます設置者に対する補助
金制度

浸透施設
設置率
（％）

55,714

政策的

効率性 3 達成度

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象 東京河川改修促進連盟

国、都、
国会議員
への要望
活動(回) 55

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

横出し

2

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

東京河川改修促進連盟規約第３条 2 55 55 1,561 1,616 808,000 －

説明：東京全域の河川改修を早期に実現
し、安全で、潤いのある豊かな生活環境
を作るため、国や東京都に対し治水対策
を要望するため、連盟への参加を継続す
ることが必要。

総合評価（課題・方向性）：東京河川
改修促進連盟は河川を有している加入
団体が１９区２２市２町１村で共同歩
調をとっている連盟であり、当市単独
での改善、改革ではない。よって、河
川整備については今後も継続的に本事
業に参画していく必要がある。

事業
内容
・

活動
手段

・国、都、国会議員への要望
活動
・促進大会の開催
・治水事業全国大会への出席
・研修会への参加

行政
補完的

1,055 1,152 576,000
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

55 1,550 1,605 802,500

上乗せ 3

廃止予定
の有無

説明：多摩川上流雨水幹線や黒目川雨水
幹線など、雨水５幹線の整備が完了し、
東海豪雨の規模を想定した浸水の危険性
を示す浸水予想区域図を関係市と連携し
て作成している。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

・河川氾濫、洪水による災害
を防止
・河川改修事業の早期達成要
望

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

2 97 97

14-01-04

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

実績値

基本事業番号・名 14-01

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

水辺環境の保全と活用

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

地球環境にやさしいまち 施策番号・名 14 水と緑にふれあうまちづくり

事務事業名
指標

（単位）

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

0 0

管理課長
古澤　毅彦

0

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 0

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

0

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

管理課長
古澤　毅彦

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

管理課長
古澤　毅彦

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ □ □ □ ■ その他（参画・負担金 ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ ■ ■ □ ■ その他（埼玉10市1町都3市 ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

管理課長
古澤　毅彦

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ □ □ □ ■ その他（参画・負担金 ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ その他（23区26市3町1村 ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

効率性 3 達成度

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

（国）地方分権一括法　（市）公共物管理条例第3条 40 19,475 19,475 986 20,461 511,525 #DIV/0!

説明：
普通河川を管理することは、河川管理者
の責務であり、業務フロー、制度改正の
余地はない。

総合評価（課題・方向性）：
市民から清掃、草刈り、浚渫、補修等
について多くの要望がある。これらに
対応するため必要な事業であり、今後
も存続する必要がある。出水川につい
ては、公共雨水事業として計画を進め
ていく。また、中溝川については、河
川としての機能を一部廃止し、隣接地
権者に払下げを行っていく。

事業
内容
・

活動
手段

普通河川における清掃、草
刈、浚渫、軽微な補修を実施
した。

河川・水
路1km当り
の事故件
数
(件)

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象 自然物（河川・水路）

清掃・草
刈回数
(回)

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

38 17,102 17,102 2,529 19,631 516,605
3

廃止予定
の有無

説明：
 清掃、除草に関しては効率的な活動回数
となっているため、コストに大きな変動
は生じていないが、平成27年度以降、河
川の修繕設計及び工事を実施したため事
業費がが増額となっている。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

河川・水路等の機能、安全性
及び美観を確保する。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

38 11,653 663 10,990 2,515 14,168 372,842

1 達成度 3

廃止予定
の有無

説明：
定例的な業務であるため、効率性に問題
ない。

0

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

自然物（河川、水辺）の占用
者

占用許可
件数(件)

0

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ

　制度改正の
余地がある 　30年度の方向性 現状維持

（国）地方分権一括法　（市）公共物管理条例第3条 5 0 1,561 1,561 312,200 －

説明：
普通河川を管理することは、河川管理者
の責務であり、業務フロー、制度改正の
余地はない。

総合評価：東久留米市公共物管理条例
第5条に基づき、市の管理する河川、
水路を原状に復旧させることは、河川
管理者としての責務であり必要不可欠
な事業である。また、固定資産評価額
を用いた3年毎の占用料の改正を行っ
ている。(平成31年度実施予定)

事業
内容
・

活動
手段

条例に基づく占用許可

行政
補完的

政策的

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

1,550 1,550 258,333

業務フローに改
善の余地がある

効率性横出し

6

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

河川、水路の占用による受益
者負担を確実に徴収する

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

7

13 1,632 1,645 411,250

効率性 3 達成度

3,488 3,488 498,286

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　30年度の方向性 現状維持

新河岸川水系改修促進期成同盟会会則第４条 4 13 13 1,643 1,656 414,000 －

説明：新河岸川水系の治水対策並びに水
辺環境整備を促進し、流域住民の生活環
境保全のため、同盟会への参加を継続す
ることが必要である。

総合評価（課題・方向性）：新河岸川
水系改修促進期成同盟会は加入団体が
埼玉県下１０市１町、東京都下３市で
共同歩調運営にて河川氾濫、洪水によ
る災害を防止、河川改修事業の早期達
成要望、河川改修による水辺環境整備
の早期実現を要望する同盟会であり、
当市単独での改善・改革ではない。
よって、今後も継続的に本事業に参画
していく必要がある。

事業
内容
・

活動
手段

・国、都、国会議員への要望
活動
・総会への出席
・幹事会への出席
・研修会への参加

4 13

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象
新河岸川水系改修促進期成同
盟会

国、都、
国会議員
への要望
活動(回)

3

廃止予定
の有無

説明：要望活動の回数は当市の判断では
増減できず、各自治体と足並みをそろえ
る必要があり、現行のままの参画とな
る。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

・河川氾濫、洪水による災害
を防止
・河川改修事業の早期達成要
望

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

4 13 13 243 256 64,000

3

廃止予定
の有無

説明：総合治水推進行事の回数は当市の
判断では増減できず、各自治体と足並み
をそろえる必要があり、現行のままの参
画となる。

50

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象 東京都総合治水対策協議会

総合治水
推進行事
(回) 50

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

4

　30年度の方向性 現状維持

東京都総合治水対策協議会規約第３条
東京都総合治水対策協議会細則第２条

4 50 50 1,643 1,693 423,250 －

説明：黒目川流域において、地域の特性
に合わせた河川整備や下水道整備、流域
対策などの具体的内容や実施スケジュー
ルなどを含めた黒目側流域豪雨対策計画
のもと、総合治水対策を推進していくた
め、協議会への参加を継続することが必
要。

総合評価（課題・方向性）：東京都総
合治水対策協議会は東京都と東京都下
２３区２６市３町１村で共同歩調を
とっている協議会であり、東京都内に
おける総合的な治水対策推進のための
計画策定、総合治水対策についての住
民の関心を高め、理解と協力を得るた
めの行動を実施しており、当市単独で
の改善・改革の余地はない。よって、
今後も継続的に本事業に参画していく
必要がある。

事業
内容
・

活動
手段

・ブロック代表者会議への出
席
・総合治水推進週間行事への
参画
・幹事会への出席
・協議会への出席

行政
補完的

政策的

効率性 3

50 649 699 174,750
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

目的
・

意図

・東京都内における総合的な
治水対策の推進
・総合治水対策において住民
の関心を高め、理解と協力を
得るための行事を実施

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

4

普通河川維持管理
事業

14-01-07

管理課
管理調整担当

14-01-08

新河岸川水系改修
促進期成同盟会参
画事務

管理課
管理調整担当

東京都総合治水対
策協議会参画事務

50 1,632 1,682 420,500

業務フローに改
善の余地がある

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

管理課
道路・河川施設担
当

14-01-06

管理課
道路・河川施設担
当

河川占用許可事務

14-01-05

　制度改正の
余地がある

達成度

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

実績値

基本事業番号・名 14-01

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

水辺環境の保全と活用

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

地球環境にやさしいまち 施策番号・名 14 水と緑にふれあうまちづくり

事務事業名
指標

（単位）

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

施設建設課長
武内　浩司

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 98

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ □ □ □ ■ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

94

　

14-01-09

施設建設課
下水道計画担当

黒目川上流域親水
化事業

効率性

業務フローに改
善の余地がある

5 達成度

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

　制度改正の
余地がある

根拠
法令
等

30年度の方向性
廃止(完了･統合含

む)

下水道法（第1条、第3条）
東久留米市の湧水等の保護と回復に関する条例（第1条、第3条）

2,100 32,791 6,350 359 26,082 4,695 37,486 17,850 100

説明：工事の設計・積算については、基
準に基づき積算し適正な発注価格を算出
して行っているため、これ以上のコスト
縮減は困難である。

総合評価（課題・方向性）：下水道に
求められている新たな役割である良好
な水循環の維持・回復を目的として平
成10年度より実施してきた当該事業が
平成28年度を以て完成した。今後は適
切な維持管理を実施していく。事業

内容
・

活動
手段

既存の水路を浸水対策として
公共下水道雨水渠の整備をし
ながら、これらの施設に沿っ
て植栽や遊歩道などを設置し
良好な水辺空間を整備する。

整備率

(％)
2,309 73,589 35,671

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期 平成28年度末

対象 黒目川（市管理区域）

整備済延
長

(ｍ)

当市エリアであるため、
他市は未実施

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

該当

上乗せ 横出し

2,063 71,280 22,700 1,302 47,278
3

廃止予定
の有無

説明：
積算価格は上昇している。本事業は、多
自然型の水路の整備であるため、その年
の工事内容により積算価格が増減する
が、今年度の整備は37mと最後の部分で
あった。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
良好な水循環の維持・回復小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

1,954 60,391 17,495 1,090 41,806 3,624 64,015 32,761

東久留米市


